研修報告書

	所　　属　　　看護課　東病棟グループ　　　職種　　看護師　　名前　　前田　幸佳

	期　　間　　平成　25年　10月　18日　

	出張目的　　日精協通信教育　第45回精神科看護師スクーリング

	出張先　　　宮城県仙台市　青葉病院


研修に関する考察　　研修要旨

10/18（金）

9：30～10：40

①オリエンテーション・講話

　青葉病院　院長先生による「我が病院が目指す精神科医療」と題しての講話であった。

病院設立から現在までの経過についての内容であり、今後、改築し更なる精神科医療の向上に努めていくとの事。改築には隔離室の整備も含まれ、隔離室・準隔離室・個室とを検討し、設計しているとの事。使用については病状に合わせて徐々にステップアップした療養環境の調整を図れるようにしていくようである。精神科病院のイメージを開放的な物にするよう中庭の整備と開放的空間の確保を目指している。

10：40～12：00

②病院見学

　研修会場となった“青葉病院”の見学を行う。

· 病棟は閉鎖病棟・開放病棟の男女を分けた6病棟となっている。

· 女性の閉鎖病棟の隔離室よりも男性病棟の隔離室の方が多く設けられていた。

· 当日は、隔離室使用していた為、モニターのみの見学となった。当病院のように自室内を観察できるようなカメラ操作はできないが、音声が入る機能であった。

· 病棟内は天窓からの日差しにより明るい雰囲気。見学の際、ステーションの窓（病室に面した窓）を開放している状況。窓の周囲にも危険物となりうるものがあり危険ではないのか？

→病棟側は「日中は開放していますが、夜間は閉鎖している為、大丈夫」との返答。

· 認知症や高齢者を中心とした開放病棟もあった。外出の際は必ずご家族様付き添いで行っているとの事。日中開放している状況での離院による事故のリスクはないのか？

→病棟側は「ナースステーションの前のみが出入り口となっている為、出て行こうとすれば分かります。」との返答。

· 開放病棟であるが、20名以上/50名中が医療保護入院の患者様。任意入院の患者様が大半を占めているわけではないのか？

→病棟側の明確な返答は得られなかった。「医療保護入院が多いですよね～」と。

· ツナギタイプの拘束衣を着用している患者様がおり、現在も使用しているようであった。

· 全病棟共通

面会室が設置されている。→患者・面会者が面会しやすい状況の確保

病室内はカーテンを使用。→プライバシー保護

病室の窓には曇りガラスとなるよう中央部分のみ目隠ししている。→プライバシー保護

（上下は中が見えるようになっている。）

携帯電話の使用可（主治医へ確認の上）使用時間は6：30～18：00

病室の廊下に患者様氏名の表示

· 作業室の一角には昼時間のみの喫茶コーナーを設置しており、患者様が提供側になり飲み物のみの販売をしているとの事。

見学を通して他病院の見学を通して多くの疑問や感じる点もあり、勉強となった。精神科病棟であることを認識し、日々の危険予測と危険回避の為、業務にあたっていかなくてはならないと自覚した。

　12：45～14：15

③グループ・ミーティング

　テーマ「治療と患者処遇について」

　入院形態、開放制限、隔離・拘束、面会、電話、信書の発受、外出・外泊、買い物、喫煙、小遣い管理、個人情報の保護などの身近な看護活動についてテーマを絞って討議する。

8名のグループ（看護師、准看護師、薬剤師）での構成。

「喫煙」について

· 2名/8名中の勤務先では全面禁煙。

禁煙体制を取るまで実施した事

（1） 員から禁煙をはじめ、意識改革を図った。患者様へは書面を前もって掲示し、その後院内の全面禁煙を図ったと。（混乱もなくスムーズに以降できたとの事）

（2） 施設の新設に機に全面禁煙とした。

· 喫煙は精神疾患を持つ患者様にとってストレス対処方法の1つであり、介入するには精神症状の悪化も考えられ難しい。

· 看護者のみでの禁煙促進だけでなく、主治医との連携を取りながら進める必要がある。

· 身体面を考えると禁煙を進めなくてはならない。しかし、スムーズに行かないことが多い。

「隔離・拘束」について

· 隔離の観察・記録　30分に1回

· 拘束の観察・記録　30分に1回、15分に1回

· 行動化最小化委員会での行動制限についての検討を行っている。

· 隔離・拘束については“保護的”観点から必要。

· 患者様の苦痛を考えると出来る限り原因を取り除き隔離・拘束時間を減らしたい。

· 処遇については日々の記録と共に医師の記載も必要になってくる。

· 拘束実施の際は下肢血栓予防の為、両下肢に弾性ストッキングとエアポンプの使用を徹底している。

グループ・ミーティングを通して、他病院のスタッフと討議することが出来た。その事で多くの考え方に触れ、看護者一人ひとりの価値観によって処遇についても意見が異なり、刺激を受けることが出来た。

④講義

「精神保健福祉法と患者処遇について」　講師・牧野　英一郎（武蔵野中央病院）

○入院形態について

　「措置入院」　　…自傷他害のおそれ、知事による強制入院、2人の指定医の判断一致要、書面告知

　「任意入院」　　…本人の同意のもと。退院の申し出があれば退院させるか72時間以内に指定医の診察により入院継続かの判断が必要。（平成18年10月より「特定病院・特定医師・12時間以内」も）原則開放処遇。本人の意思による場合のみ開放処遇制限可（同意書要）

入院1.3.5.7年後に同意の再確認（H18.10より）

　「医療保護入院」…任意入院が出来ない時のみ。精神保健指定医の診断“家族等”の同意

○精神保健指定医

　措置、医療保護入院、拘束開始、12時間を越える隔離は指定医しか出来ない。

○精神医療審査会

　退院請求等、精神医療全般を審査

○精神衛生法(昭和25年)から精神保健法(昭和62(1987)年)へ～

書面告知[資料]　退院請求　弁護士接見など‘法律モデル’と言われる

平成5(1993)年改正　「精神保健福祉」法　手帳制度　告知延期は4週間まで

　同年　　　障害者基本法　精神障害者がはじめて身体・知的障害者と同列に

平成12(2000)年改正　同意能力ないものが医療保護入院　保護者の義務規定一部削除

　　　　　　　　　　　　地域生活支援センター　ホームヘルプ　ショートステイ

平成14(2002)年　　精神分裂病⇒統合失調症

平成17年　　障害者自立支援法　　心神喪失者等医療観察法

平成18(2006)年改正　任意入院に定期病状報告・同意の再確認

　　　　　　　　　　　　隔離拘束等の行動制限に一覧性ある台帳整備

平成25(2013)年　医療保護入院の「保護者」義務廃止　家族等の同意と指定医の判断

○日本精神科病院協会の努力

法律モデルと現場とのギャップを埋めるべく、厚生省等と協議

　平成12年4月「精神保健福祉法改正時　日精協が厚生省に疑義紹介」

　　→「精神保健福祉法実務マニュアル　平成12年10月」

開放観察(隔離・身体拘束とも)がはじめて明文化

生命維持に必要な医療行為(点滴、経鼻栄養、処置など)のための短時間の身体固定は身体拘束ではない。食事、レクリエーション、散歩などのおける車椅子からの転落防止の為の安全ベルト使用は身体拘束には当たらない。ただし安全ベルトの使用時間を一律に定めず、それぞれの目的により適切な時間を配慮する。

○入院患者の行動制限（法36条）

第1項 精神病院の管理者は入院中の者につき、医療又は保護に欠くことのできない限度において、その行動について必要な制限を行う事が出来る。

第2項 信書の発受の制限、行政機関の職員との面会の制限、厚生労働大臣があらかじめ公衆衛生の意見をきいて定める行動の制限は出来ない。

第3項 隔離その他の行動の制限は、指定医が必要と認める場合でなければ行う事が出来ない。

〔行動制限を行う場合においては当該患者に対してもとより、その保護者や家族等に対しても、行動制限の内容、目的、理由等を出来る限り詳細に告知し、説明するなどの方策を講ずることにより、行動制限についての十分な理解を得るように努める必要がある。〕

○入院患者の処遇（法37条）　厚生省告示130号

　信書(手紙)　

　異物同封受信信書を患者に開封させ、異物のみを取り出す場合は行動制限となり、記載要。医師なら可。他の信書発受は原則無条件に自由。家族等からの信書が治療効果を妨げるおそれがある場合は家族等と十分連絡を保って信書を控えさせる等も可。

　電話・面会　

　医療または保護の上で合理的理由がある場合、医師ならば制限可。理由を診療録に記し、適切な時点で制限をした旨とその理由を患者および保護者に知らせる。

　電話は自由に利用できる場所に。閉鎖病棟内にも公衆電話等を。都道府県精神保健福祉主管部局、地方法務局人権擁護主管部局等の電話番号を見やすいところに掲げる。

　面会は、入院直後、一定期間一律に面会を禁止する措置はとらない。職員は立ち会わない。患者もしくは面会者の希望のある場合、又は医療、保護のため必要な場合は立ち会う。

　隔離　

　・判断

1) 他の患者との人間関係を著しく損なう

2) 自殺企図又は自傷行為が著しく切迫

3) 他害行為や迷惑行為・器物破損行為の危険性が著しい

4) 不穏・他動・爆発性等が目立ち一般病室では治療できない

5) 身体合併症治療の検査及び処置等のため隔離が必要

6) 患者本人の意思による入室である旨の書面を得ている

以上の場合のみに限られる。

「代替方法がない」「必要最小限である」が基本。

　12時間以内なら非指定医の判断で可だが、12時間以上は指定医の判断要。

　

・告知　　患者に理由を文書で知らせる努力とその旨の記録を残す。（家族にも説明が望ましい）

・記録　　以下について12時間以内なら医師だが、以上なら指定医が診療録に記載

　　　　　　看護記録にも記したほうが良いが、各病院毎に統一。

場所

理由

開始日時および解除日時

判断した指定医

（開放観察を行う場合はその内容も記載）

　・観察　　「定期的な会話等による注意深い臨床的観察」が必要

　　　　　　(判断能力の回復の有無を検討するに参考となる観察を、看護者は少なくとも2時間毎に行うのが一つの目安か　経時的看護記録等の工夫要)

・評価　　医師は少なくとも毎日1回以上診察

　　　　　(診察記録には解除や開放観察への制限緩和の可能性を検討した結果に触れるのが望ましい)

・解除　　法は触れていない（指定医でなくとも可。ただし解除により本人および他の患者が被る不利益についても検討すべき)

　　　　　「洗面・入浴・掃除等患者および部屋の衛生の確保に配慮する」と法にあり、これらのための随時退室は隔離解除とみなされないと解し得る。

　　　　　(食事・排泄・面会・喫煙などのための退室も、隔離を少しでも快適にするための患者への配慮であり、隔離解除とはみなさない。)

〔“身体的な検査や他科の診療を受ける解除とその後の再隔離の判断主体は、医師以外のものでよいか”・との問いに対し→検査内容及び解除時間等に応じて考えるべきである。〕

（開放観察中の一定時間の退室も指定医の治療計画に基づく行動制限の中断であって、隔離解除ではない。したがって、再入室に当たっては改めて指定医の診察を要するものではない。）但し、中断時間、要すは記録する。

身体拘束

　・判断

1) 自殺・自傷の危険性が高い　

2) 多動・不穏が顕著 

3) 放置すると生命に危険の恐れ

のみに限られる。

「代替方法が無い」「必要最小限である」が基本　指定医の判断。

・告知　　患者に理由を文書で知らせる努力とその旨の記録を要す　(家族にも説明が望ましい)

　　・記録　　以下について指定医が診療録に記載

　　　　　　　看護記録にも記したほうが良いが、各病院毎に統一。

方法(体幹・四肢・体幹および四肢等を明示)

理由

開始日時および解除日時（見直し限度は7～8日程度）

判断した指定医名（開放観察を行う場合はその内容も記載）

　・観察　　「常時」と法

　　　　　　（看護者は少なくとも2時間毎が目安か　地域により差があり。）

　　　　　　経時的看護記録等の工夫要　拘束部の阻血やエコノミークラス症候群に注意。

　・評価　　医師は頻回の診察要（診察記録には解除や制限緩和の可能性を検討した結果に触れるのが望ましい）

　・解除　　法には触れていないが、[指定医でなくとも医師の判断なら可だが看護者は判断権限をしない]

　　　　　　(ただし解除により本人および他の患者が被る不利益についても検討すべき。全面解除に先立って部分的に拘束を解除していく方法も安全性を考慮し可能な場合推奨される)

　　　　　　[トイレ、入浴等の日常生活上欠くことのできない行動の際の、短時間の解除および拘束再開については指定医の判断による必要はない]

○（行動制限最小化へ必要なもの・・・

　　平成11年、全国1090施設へのアンケート・最小化研究報告書より）

　　①スタッフの増員、②居住性の良い個室増、③病棟を広くして閉塞感を改善、④隔離・身体拘束をしなかった結果に起こった事故につき社会が医療関係者に過剰な責任追及をしない。⑤医療者が隔離・身体拘束の内容・方法・時間等を再検討し最小化のための一層努力⑥隔離・身体拘束に関する第三者を含めた審査機関を設置）






































































